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大気汚染防止法等に係る氏名等変更届出書及び承継届出書の様式の共通化及び提出窓

口の一元化について（通達） 
 
 
現在、大気汚染防止法及び水質汚濁防止法の届出対象施設の両方を設置している工場・事

業場の事業者は、氏名・住所等の変更や地位の承継があった場合、各々の法律の届出書にほ

ぼ同一の事項を記載し各々の法律の所管部局へ提出しなければならないこととされている

ところである。 
このため、平成７年３月３１日に閣議決定された規制緩和推進計画では、事業者の負担軽

減を図る観点から、「大気汚染防止法及び水質汚濁防止法について、両法の届出対象施設に

係る施設設置者の氏名・住所等の変更及び地位の承継の届出の書式等の共通化を進めるとと

もに、提出窓口の一元化を図る」ことが定められたところであり、この趣旨を踏まえ、大気

汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音規制法、振動規制法、瀬戸内海環境保全特別措置法、湖

沼水質保全特別措置法及び特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に

関する特別措置法（以下「各法」という。）について併せて氏名等変更届出書及び承継届出

書の様式の共通化及び提出窓口の一元化を図ることとする。 
このため、本日付けで公布した大気汚染防止法施行規則等の一部を改正する総理府令（平

成８年総理府令第７号。以下「府令」という。）により各法に係る氏名等の変更及び地位の

承継に係る届出書の表題を統一した上で、運用を改善することにより事業者の負担軽減を図

ることとしたいので、下記の事項に御留意の上、各法を適切に運用し、事務手続き上の事業

者の負担軽減に努められたい。 
また、騒音規制法及び振動規制法に係る氏名等変更届出書及び承継届出書の受理に関する



事務は市町村長に委任されているので、管下市町村に対し、本通達の趣旨の周知徹底を図ら

れたい。 
 
 

記 
 
 
１．届出書式等の共通化 
各法に基づく届出は、各法の施行規則で定められた様式に従ってそれぞれ行うこととなっ

ているが、氏名変更等届出書及び承継届出書については、各法間において記載事項及び様式

がほぼ同一であるので、届出を行う事業者の利便を考慮し、事業者が同時に複数の法律の届

出を行う場合にあっては、例えば、別紙１及び別紙２のような共通様式を準備することによ

り、事業者が行う届出書の記載が一回で済むよう配慮すること。 
この場合、例えば、事業者が、共通様式に必要事項を記載した後、これを必要枚数（例え

ば三本の法律に基づく届出を行う場合には二枚）複写し、不必要な部分（大気汚染防止法の

届出を行う場合にあっては、共通様式のうち大気汚染防止法の届出様式にない部分）をそれ

ぞれ消去（大気汚染防止法、騒音規制法及び湖沼水質保全特別措置法に基づき承継届出書を

届け出る場合の例を別紙３に示す。）し、最後に事業者の印をそれぞれの届出書に押す等の

方法をとること。 
 
２．届出窓口の一元化 
各法に基づく届出は、各法それぞれの所管部局に提出することとなっているが、氏名変更

等届出書及び承継届出書について、事業者が同時に複数の法律に基づく届出を同一の自治体

に行う場合には、当該自治体内で当該届出書の提出窓口の一元化を図ることにより、事業者

が行う届出書の提出が一回で済むよう配慮すること。 



（別紙１） 
 

氏 名 等 変 更 届 出 書 
年  月  日 

○○知  事 
○○市町村長 
 

届出者 氏名又は名称及び住所並びに法人に 
あってはその代表者の氏名   印 

 
氏名（名称、住所、所在地）に変更があったので、 
大気汚染防止法第１１条（第１８条の１３第２項において準用する場合を含む。） 
騒音規制法第１０条 
振動規制法第１０条 
水質汚濁防止法第１０条                  の規定により、次のとおり届け出ます。 
湖沼水質保全特別措置法第１７条第２項 
瀬戸内海環境保全特別措置法第９条 
特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に関する特別措置法第１３条第２項  
ダイオキシン類対策特別措置法第１８条 
 

変更の内容 
変更前  ※ 整 理 番 号  

変更後  ※ 受 理 年 月 日 年  月  日 

変 更 年 月 日 年  月  日 ※ 施 設 番 号  

変 更 の 理 由  ※ 備   考  

 
備考 １ ※印の欄には、記載しないこと。 
   ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

殿 



（別紙２） 
 

承 継 届 出 書 
年  月  日 

○○知  事 
○○市町村長 
 

届出者 氏名又は名称及び住所並びに法人に 
あってはその代表者の氏名   印 

 
ばい煙発生施設（一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施設）  
特定施設                    に係る届出者の地位を継承したので、 
指定施設 
水道水源特定施設 
 
大気汚染防止法第１２条第３項（第１８条の１３第２項において準用する場合を含む。）  
騒音規制法第１１条第３項 
振動規制法第１１条第３項 
水質汚濁防止法第１１条第３項               の規定により、次のとおり届け出ます。 
湖沼水質保全特別措置法第１８条第２項 
瀬戸内海環境保全特別措置法第１０条第３項 
特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に関する特別措置法第１４条第２項  
ダイオキシン類対策特別措置法第１９条第３項 
 

工場又は事業場の名称  ※ 整 理 番 号  
工場又は事業場 の所 
指定施設    在地 

 ※ 受 理 年 月 日 年  月  日 

施設 
特定施設   の種類 
指定施設 

水道水源特定施設 

 

※ 施 設 番 号 

 

施設 
特定施設   の設置場所 

水道水源特定施設 
 

※ 備   考 

 承 継 の 年 月 日 年  月  日 

被承継者 
氏名又は名称  
住    所  

承 継 の 原 因  
備考 １ ※印の欄には、記載しないこと。 
   ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

殿 








